
                                        

                 

山
形
議
員
は
「
国
民
の
く
ら
し
は

収
入
が
落
ち
込
み
、
消
費
は
低
迷
し

深
刻
な
経
済
状
態
に
あ
る
。
民
主
党

政
権
は
い
の
ち
を
守
る
政
治
と
言
っ

た
が
、
社
会
保
障
費
削
減
政
策
、
大

企
業
・
大
資
産
家
優
遇
税
制
や
軍
事

費
に
メ
ス
を
入
れ
ず
、
旧
来
の
政
治

の
転
換
に
踏
み
出
す
も
の
と
は
な
っ

て
い
な
い
」
と
指
摘
。
今
こ
そ
「
市

民
の
福
祉
と
く
ら
し
を
守
る
」
自
治

体
本
来
の
役
割
を
果
た
す
時
だ
と
指 

                

                

摘
し
ま
し
た
。 

 

ひ
た
ち
な
か
市
の
今
年
度
予
算

は
、
市
税
が
６･

１
％
減
収
の
な
か

で
、
市
債
等
を
増
や
し
12･

３
％
増

の
予
算
総
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。
市

は
「
厳
し
い
財
政
運
営
だ
」
と
言
い

ま
す
が
、
こ
れ
ま
で
の
「
箱
も
の
」

行
政
・
無
計
画
な
市
政
運
営
が
原
因

で
あ
り
、
そ
の
ツ
ケ
を
市
民
に
負
担

増
や
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
と
し
て

押
し
つ
け
る
の
は
本
末
転
倒
で
す
。 

                

              

税
金
の
無
駄
づ
か
い
を
見
直
し
、「
こ

の
く
ら
し
何
と
か
し
て
ほ
し
い
」
と

い
う
市
民
の
願
い
に
応
え
る
べ
き
だ

と
、
一
般
会
計
予
算
案
に
反
対
討
論

を
お
こ
な
い
ま
し
た
。 

   

後
期
高
齢
者
医
療
事
業 

国
が
す

す
め
る
高
齢
者
差
別
の
医
療
制
度
で

す
が
、
保
険
料
支
払
い
に
あ
え
ぐ
低

所
得
者
に
対
し
、
市
独
自
の
減
免
・

助
成
を
実
施
し
て
お
ら
ず
、
山
形
議 

                

     

文
教
福
祉
委
員
会
に
付
託
さ
れ
て

い
た
次
の
三
件
の
陳
情
が
不
採
択
と

な
り
ま
し
た
。
山
形
議
員
は
こ
れ
ま

で
文
教
福
祉
委
員
会
の
委
員
と
し
て

議
論
に
参
加
し
採
択
を
求
め
て
き
ま

し
た
が
、
新
年
度
に
な
っ
て
総
務
委

員
会
に
席
を
移
し
た
途
端
に
不
採
択

に
な
っ
て
し
ま
い
ま
し
た
。 

 

「
国
へ
の
意
見
書
提
出
は
必
要

だ
」
と
、
住
民
の
立
場
に
し
っ
か
り

立
て
る
議
員
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

は
ず
で
す
。 

「
子
育
て
支
援
予
算
の
大
幅
増
額
を

求
め
る
」
陳
情 

民
主
党
政
権
は
地

域
の
子
育
て
予
算
を
後
退
さ
せ
、
保 

   

員
は
反
対
し
討
論
を
し
ま
し
た
。 

 

二
年
ご
と
に
値
上
げ
さ
れ
る
保
険

料
は
、
今
年
度
は
、
県
民
の
大
き
な

運
動
に
よ
り
据
え
置
き
と
な
り
ま
し

た
。
保
険
料
は
高
齢
者
の
増
加
に
よ

っ
て
決
ま
る
た
め
、
二
年
後
に
は
確

実
に
値
上
げ
さ
れ
ま
す
。
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
の
廃
止
は
新
政
権
の
公

約
で
も
あ
り
、
一
刻
も
早
く
廃
止
を

求
め
ま
す
。 

介
護
保
険
事
業 

市
が
運
営
し
て
い

た
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
が
、
今
年
度

か
ら
三
ケ
所
す
べ
て
民
間
委
託
と
な

り
ま
し
た
。
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

は
、
高
齢
者
の
介
護
予
防
や
権
利
擁

護
の
と
り
く
み
と
、
高
齢
化
社
会
に

向
け
「
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
地
域
」

の
た
め
の
重
要
な
拠
点
で
す
。 

 

山
形
議
員
は
行
政
の
役
割
を
し
っ

か
り
果
た
す
べ
き
だ
と
、
反
対
討
論

を
お
こ
な
い
ま
し
た
。 

    

育
に
企
業
が
参
入
し
や
す
い
制
度
に

変
え
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。
ま
た
保

育
所
の
安
心
・
安
全
を
守
る
「
国
の

最
低
基
準
」
を
廃
止
し
、
自
治
体
判

断
に
ゆ
だ
ね
る
こ
と
も
検
討
し
て
お

り
、
現
行
の
保
育
制
度
堅
持
と
子
育

て
支
援
予
算
の
大
幅
増
額
は
切
実
な

要
求
で
す
。 

「
介
護
保
険
制
度
の
見
直
し
と
介
護

労
働
者
の
改
善
を
求
め
る
」
陳
情 

 

お
金
が
な
け
れ
ば
サ
ー
ビ
ス
が
受

け
ら
れ
な
い
と
い
う
現
行
の
介
護
保

険
制
度
の
抜
本
的
見
直
し
が
早
急
に

必
要
で
す
。
介
護
労
働
者
の
処
遇
改

善
で
は
、
民
主
党
の
選
挙
公
約
で
あ

る
「
ヘ
ル
パ
ー
な
ど
の
給
与
月
額
四

万
円
の
引
き
上
げ
」
は
、
今
年
度
の

国
予
算
に
全
く
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま

せ
ん
。 

「
保
険
で
よ
り
良
い
歯
科
診
療
の
実

現
を
求
め
る
」
陳
情 

歯
科
治
療
技

術
の
保
険
点
数
が
三
〇
年
問
据
え
置

か
れ
、
逆
に
自
費
治
療
部
分
が
拡
大

し
て
い
ま
す
。 

------------------------- 

 

山
形
議
員
は
、
こ
れ
ら
の
陳
情
を

採
択
す
べ
き
だ
と
賛
成
討
論
を
お
こ

な
い
ま
し
た
。 
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ひ
た
ち
な
か
市
議
会
三
月
定
例
会
で
は
、
二
〇
一
〇
年

度
の
一
般
会
計
予
算
案
（
四
九
六
億
七
千
万
円
）
と
、
後

期
高
齢
者
医
療
事
業
や
勝
田
駅
東
口
再
開
発
事
業
な
ど
二

〇
件
の
特
別
会
計
予
算
案
、
条
例
改
正
な
ど
合
わ
せ
て
三

二
件
の
議
案
の
採
決
が
お
こ
な
わ
れ
ま
し
た
。
山
形
議
員

は
四
件
の
議
案
に
対
し
反
対
討
論
。
し
か
し
賛
成
多
数
で

可
決
さ
れ
ま
し
た
。 

 

住
民
か
ら
出
さ
れ
て
い
た
地
球
温
暖
化
防
止
の
た
め
の

「
気
候
保
護
法
（
仮
称
）
」
「
子
育
て
支
援
予
算
の
大
幅
増

額
を
求
め
る
」
「
介
護
保
険
制
度
の
見
直
し
と
介
護
労
働

者
の
改
善
を
求
め
る
」
「
保
険
で
よ
り
良
い
歯
科
診
療
の

実
現
を
求
め
る
」
各
請
願
・
陳
情
は
、
総
務
生
活
委
員

会
、
文
教
福
祉
委
員
会
で
不
採
択
と
な
っ
た
た
め
、
山

形
議
員
は
本
会
議
で
四
件
の
請
願
・
陳
情
に
賛
成
す
る

討
論
を
お
こ
な
い
ま
し
た
。 

「市
民
の
願
い
」実
現
す
る
市
政
を 

後期高齢者の健康診査が充実 
 75歳以上になると、「心電図検査」「眼底検査」

「貧血検査」が受けられません。山形議員は、74歳

以下と差別することなく同じように健診を実施する

よう市に働きかけてきました。その結果、今年度予

算で実現しました。 

子どもの医療費助成が拡大 
 子どもの医療費が、2010年10月から小学3年生ま

で拡大されるのに合わせて、本市独自に小学3年生

までの入院の自己負担分が無料になります。中学3

年生まで無料とする市町村が増えているなかで、一

歩前進といえます。 

市
は
市
民
の
く
ら
し
を
守
る
責
任
を
は
た
せ
！ 

高
齢
者
心
医
療
・介
護
の
充
実
は
「ま
っ
た
な
し
」 

国
の
言
い
な
り
で
は
な
く 

「
住
民
の
声
」
を
届
け
て
ほ
し
い 

 

議   案 山形議員 他の議員 

2010 年度一般会計予算 × ○ 

後期高齢者医療事業特別会計 × ○ 

介護保険事業特別会計 × ○ 

勝田駅東□再開発事業 × ○ 

請願・陳情 山形議員 他の議員 

現行保育の堅持､子育て予算の拡充を求める ○ × 

気候保護法（仮称）の制定を求める ○ × 

介護保険制度・介護労働の改善を求める ○ × 

保険でより良い歯科診療の実現を求める ○ × 

 ＊請願・陳情は、いずれも国に意見書を出してほしいというもの。 

＊他の議員とは、山形議員と議長を除く25名の全議員です。 

 ○は賛成、×は反対です。 

教
育 

医
療 

福
祉 

道
路 

な
ど 
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本会議での議案等に対する議員の態度 



 

小学校の新入生にランドセルのプレゼント 
 1,300万円で実現できます。同じランドセルを持つことは
子どもにとって喜びであり、父母負担も軽減できます。 
 

小中学校の米飯給食の拡大 
 本市の米飯給食は、県の指標である「週3回以上」に達し
ていません。年830万円増やせば、米飯給食を週1回増やせま
す。 
 
教育予算の拡充 
 幼稚園小・中学校の管理備品整備費、教育用備品整備費が
合計8,211万円と、ここ数年間の比較で最低の予算となりま
した。各小･中学校から施設整備・補修なども含めて、たく
さんの予算要望が出されています。「まったなし」の子ども
の教育にこそ税金をつかい、教育環境を整えるべきです。 
 

私立幼稚園保育料等助成金の拡充を 
 本市では、市立幼稚園児の約2倍以上が私立の幼稚園に通
っており、保護者負担は約3倍です。現在、私立幼稚園に通
う子ども4･5才児に1人月1,000円の助成金を出しています
が、あと3,200万円予算を増やせば、水戸市のように月3,000
円の助成が可能です。 
 

公民館使用料 
 2,400万円あれば、以前のように多くの方々が減免制度を
活用して低額で利用できます。 
 

学童クラブ施設の充実 
 現在の1教室70人定数では過密であり、「生活の場」とはい
えない状況です。1教室の定員を40人とし、学童クラブの専
用施設を計画的に、各学校につくる必要があります。1施設
3,000万円あれば建設が可能です。 
 

子どもの医療費無料化 
 1億1,500万円あれば、就学前の子どもの医療費を所得制限
なしで、すべて無料で実施できます。県内でも、中学生まで
を対象とすることや、所得制限を撤廃する市町村も増加して
います。 
 

後期高齢者保険料の助成 
 1億8,900万円あれば75歳以上の高齢者に、年間15,000円助
成できます。高齢者の医療費、保険料は無料とすべきです。 
 

在宅高齢者の配食サービス 
 市は2008年度に、1食当たり市負担金を400円から125円に
減らしました。予算を500万円増やせば弁当の内容も充実
し、希望する高齢者が安心して利用できます。 
 

道路整備費の増額 
 市道整備単独事業や市道舗装補修費予算が年々削減される
傾向にあります。日常生活の安全を確保するため予算拡充が
必要です。 

勝田駅東口再開発事業 
 2012年3月の完成をめざして工事がすすめられており、市

は今年度約5億7,000万円負担します。総事業費は66億4,100

万円。市の持ち出しは24億円ですが、それ以外の周辺整備費

として、すでに5億5,000万円支出しています。民間事業者の

活力を導入するということで、「日立ライフ」「長寿荘」が参

加していますが、駅前のにぎわいがほんとうにつくれるので

しょうか。市の財政が厳しいといわれているなかで、急いで

すすめる事業ではありません。 
 

産業集積促進奨励金 
 ひたちなか地区に新増設した製造業などに、固定資産税の

相当額を奨励金として3年間交付するもの。今年度は7企業に

対し2億7,400万円予算化されています。これまで支払われた

奨励金は約2億6,300万円で、今年度分と合わせると約5億

4,000万円になります。山形議員は企業誘致を否定している

わけではありません。常陸那珂港が近くにあり交通網が整備

されて、誘致に必要な条件が整っていることから、市民生活

より優先して、特定企業に税金のおまけをする必要はないと

考えます。 
 

常陸那珂港建設事業負担 
 今年度、市の負担金は2億700万円です。ひたちなか市はこ

れまで約43億万円の負担金を支払いました。このまま事業が

継続すればあと120億円必要です。常陸那珂港の取扱貨物量

は低迷し、いまや「コマツ」や「目立建機」の専用ふ頭にな

ろうとしています。また中央埠頭の建設は、新たに東電火力

発電所2号機をつくって、その石炭灰を埋め立てて造る計画

です。大気汚染・地球温暖化を加速し、地球環境に深刻な影

響を及ぼします。さらに阿字ケ浦海岸の環境破壊も重大であ

り、これ以上の港湾建設は中止すべきです。 
 

新清掃センターの建設 
 市債約34億円と一般会計から約3億円を歳出。今年度から

施設建設工事が本格化します。総建設工事費は133億2,450万

円です。山形議員は「ごみ減量化計画」が示されないまま、

焼却施設110トンを2基つくる計画に対し、再検討を求めてき

ました。いったん大規模施設をつくってしまうと、連続稼働

させるために「ごみ」の大量確保が必要となります。それは

ごみ減量化に逆行します。 

 また、焼却した灰を再利用するとして、電力消費の大きい

灰溶融炉も建設する計両ですが、「ごみを燃やさない」を基

本とする施策を積極的に打ち出し、建設は中止すべきです。

灰溶融炉を造らなければ、約13億円の税金が他に有効に使え

ます。 

２０１０年度予算から 
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